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要旨：現在わが国では、言語聴覚療法を必要とする対象者が多数存在するものの、言語聴覚士を配置して

いる医療機関等は十分であるとは言い難い状況にある。今回、言語聴覚士を配置していない医療機関へ

言語聴覚士養成校の教員（言語聴覚士）を 4 年間にわたって派遣し、その活動経過報告と、効果、課題に

ついて検討した。派遣先医療機関の職員を対象としたアンケートでは、言語聴覚士の配置について常勤

での必要性、非常勤での必要性を合わせて「必要性を感じる」とする意見が多かった（96.4％）。また、

言語聴覚士の派遣について同様の他施設にもすすめたいかという問いに対し、「すすめたい」とする意見

が多かった（71.4％）。派遣効果と意義として、地域・施設・患者に対しては、①摂食嚥下機能、言語聴

覚障害に関する啓発②摂食嚥下機能の評価、訓練におけるリスク、不安感の軽減③常勤言語聴覚士の雇

用促進④地域全体をカバーする摂食嚥下フォロー体制の構築を挙げた。養成校・学生に対しては①卒業

後の雇用を広げる②実習施設の増加③言語聴覚士の職業啓発と長期的な学生募集への効果④一人職場で

働く言語聴覚士（卒業生）の支援を挙げ、言語聴覚士（教員）に対しては①学生への還元②臨床家として

の研鑽③研究フィールドの確保が挙げられた。今後も派遣活動を継続し、職業啓発、地域貢献等に取り組

んでいきたい。 
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1 はじめに 
言語聴覚士が国家資格化されて 20 年以上が経

過した。国家試験に合格し、言語聴覚士の免許を

有する者は 2020 年現在 34,489 名に上っている。

日本言語聴覚士協会の会員のうち 77.4％は医療機

関に勤務している。その他にも介護老人保健施設

や特別養護老人ホームなどで勤務する言語聴覚士

も増加している。しかしながら、言語聴覚士が配

置されていない医療機関や施設等も依然多数あり、

摂食嚥下障害を含む言語聴覚障害に関する専門的

介入のニーズが充足されているとは言い難い状況

である[4][7][15][16]。 

本校では、地域貢献活動の一環として、主に小

児を対象とした「ことばの相談室」の開設や、摂
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食・嚥下機能に関する市民公開講座の開催など、

様々な活動を実施している。活動の中で、本校近

隣地域の課題のひとつとして、摂食・嚥下機能に

ついて専門的な介入が必要な高齢者が多数存在す

るが、十分に介入がなされておらず、ケアに当た

る職員から専門的な相談や紹介をする先が十分に

ないという点があげられた[6]。このような地域の

ニーズに応える活動として、筆者は、言語聴覚士

が配置されていない医療機関に過去 4 年間、不定

期ではあるが出向し、患者の食事場面の観察・評

価などを中心に活動した。言語聴覚士を配置して

いない施設に対し、他医療機関に所属する多職種

による嚥下回診を実施した先行研究[12]はみられ

たが、同様の施設への養成校教員の派遣に関する

ものはみられなかった。今回、養成校からの言語

聴覚士派遣活動の報告に加え、派遣先医療機関（以

下、病院）の職員を対象にアンケート調査を実施

したので、報告する。なお、本研究に関して、開示

すべき利益相反関連事項はない。 

 

2 方法 
1．派遣活動の形態 

派遣初年度は養成校の有給休暇を利用して「研

修」という形で養成校から許可を得て出向した。

病院では「非常勤言語聴覚士」という形で個人的

に雇用契約を結んだ。途中、約 1 年間、養成校で

産前・産後休業、育児休業を取得したのに伴い、病

院への出向も中断した。復帰後は病院からの講師

派遣依頼を受けて、養成校勤務時間内での「講師

派遣」という形で月に 1 回程出向した。現在、講

師派遣としての出向は 2 年目になる。出向時は基

本的に 1 日病院に滞在し、昼食時間帯の食事評価

を中心に、その他の時間帯では、間接訓練の相談

や言語機能の評価、他職種との連絡やカルテから

の情報収集等を実施した。 

図 1 活動形態の経時的変化 

 

 

2．派遣効果の検証 

派遣先病院において、言語聴覚士が関わった部

署の職員を対象にアンケート調査を実施した。ア

ンケートの実施については派遣先病院長の許可を

得て実施した。アンケートはデータ形式のものと、

それを印刷した紙媒体のものを用意し、任意で回

答、提出を求めた。匿名で実施し、回答内容の管理

についてと、集計後のデータを教育や研究のため

に使用する可能性があることについて説明し、同

意を得た。統計解析ソフトは JSTAT for Windows 

[8]を使用しχ二乗適合度検定により検討した。 

 

3 結果 
1．活動報告 

（1）病院での主な業務 

毎回、事前に病棟看護師やリハビリテーション

スタッフから介入が必要な患者をリストアップし

てもらい、あらかじめ 1 日のスケジュールを作成

してもらった。対象となる患者は重症心身障害児

（者）や認知症患者が中心で、依頼に応じて精神

疾患患者への介入もあった。介入内容は、摂食嚥

下機能の評価や環境調整、職員への助言などが中

心であった。その他にも、重症心身障害児の言語

機能、聴覚についての相談や、神経変性疾患患者

研修
•養成校：有給休暇
•病院：⾮常勤⾔語聴覚⼠

産・育休

講師
•養成校：勤務時間内での出向
•病院：講師
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図 2 回答者の職種 

 

 

の発声発語機能、言語機能に関する評価の依頼も

あった。感染症の流行などで、介入数の少ない日

もあったが、1 日につき 10 名程度、1 名につき 30

分前後の介入をした。また、介入した患者につい

ては毎回記録を作成し、カルテに添付した。 

 

（2）経過 

1 か月に 1～2 回程度と頻度が少なく、不定期の

出向だったため、言語聴覚士が単独で直接患者に

介入するのではなく、担当の理学療法士、作業療

法士や病棟看護師、栄養士など他職種と一緒に介

入した。一緒に介入したスタッフから普段の様子

を聞きながら、食事場面や日常の関りの場面を言

語聴覚士としての視点で観察・評価を行い、得ら

れた情報を提供した上で、日々のケアなどに関す

る最終的な決定（食形態や訓練方法・頻度など）は

病院職員にゆだねる形を基本にした。 

回数を重ねるうちに、医師やソーシャルワーカー、

診療放射線技師、養護学校の教諭など様々な職種

に、実際に言語聴覚士の介入場面に同席してもら

う機会が増え、多職種で情報共有しながら介入で

きる関係性が構築できた。病棟では摂食嚥下チー

ムも立ち上がり、チームから言語聴覚士に対し、

摂食嚥下機能に関する勉強会の講師依頼もうける

ようになった。また、派遣開始から 4 年を経て、

病院では常勤言語聴覚士を募集することになった。 

 

図 3 常勤言語聴覚士在籍施設での勤務経験 

 

 

2．派遣先病院職員へのアンケート結果 

アンケートの回答が得られたのは 28 名であっ

た。職種内訳は、看護師 16 名、理学療法士 3

名、作業療法士 2 名、栄養士 2 名、その他 5 名

（介護福祉士 1 名、療養介助専門員 2 名を含む）

であった（図 2）。言語聴覚士が常勤で在籍して

いる施設での勤務経験のある者は 12 名

（42.9％）、ないものは 16 名（64.3％）（図 3）。

現在、病院には常勤の言語聴覚士はいない状況で

あるが、常勤の言語聴覚士の必要性を感じるかと

の質問に対し、「常勤言語聴覚士の必要性を感じ

る」が 20 名（71.4％）、「非常勤でも十分であ

る」が 7 名（25.0％）で、常勤、非常勤合わせて

96.4％が必要性を感じると回答。「常勤、非常

勤、どちらも必要性は感じない」が 0 名（0％）、

無回答が 1 名（3.6％）であった（図 4）。約 1 か

月に 1 回程度の派遣頻度については、「多い」0

名（0％）、「ちょうど良い」5 名（17.9％）、「少な

い」22 名（78.6％）、無回答 1 名（3.6％）となっ

た（図 5）。言語聴覚士の派遣について、どのよ

うな内容が必要だと思うかという質問（複数回答

可）に対しては「嚥下障害や言語障害などについ

ての勉強会」が 17 件、「個別の症例についての相

談、検討」が 20 件、「言語聴覚士が直接、患者さ

んの訓練や評価を実施」が 21 件であった（図

6）。自由記載として「評価などを文章にして頂く
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図 4 言語聴覚士の必要性 

 

 
図 6 必要だと思う内容 

 

 

図 8 改善が必要だと思うこと 

 

図 5 派遣頻度 

 

 

 

図 7 良いと感じること 

 

 
図 9 言語聴覚士の在籍しない他施設に養成校か

らの言語聴覚士派遣をすすめたいと思うか 
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事で、勉強になります。」や「医師への情報提示と

VF 等の必要性や方法等を家族へ説明する協力を

してもらえたら」といった意見があげられた。言

語聴覚士の派遣について良いと感じること（複数

回答可）として、「摂食嚥下障害のある症例の対応

をする際の不安が軽減した」は 17 件、「個別の相

談、検討を通して摂食嚥下機能に関する知識や技

術が増えた」は 19 件、「言語機能や聴覚の問題に

ついても相談できる」は 11 件であった（図 7）。そ

の他の意見として「訓練の方法を一緒に考えたり、

適しているのか確認できてありがたい。」「食形態

について安心して決定できる」等が挙がった。言

語聴覚士の派遣について改善が必要だと感じるこ

と（複数回答可）としては、「不定期なので、頻度、

曜日などを決めてほしい」が 11 件、「1 回に対応で

きる人数を増やしてほしい」が 3 件、「1 人 1 人の

患者について、じっくり時間をとって相談したい」

が 13 件であった（図 8）。その他の意見として「頻

度をもう少し増やしてほしい。」「1 人で 1 日で各

病棟を回るので、時間がつまっていてもうすこし

日にちを増やして余裕をもちたい。」「ST さんが増

えるとありがたい」があった。言語聴覚士が勤務

していない他の医療機関や施設に、現在実施して

いるような言語聴覚士の派遣をすすめたいと思う

かという質問に対し「すすめたい」と回答した者

が 20 名(71.4％)、「すすめられない」が 1 名(3.6％)、

「どちらともいえない」が 5 名(17.9％)、無回答 2

名（7.1％）であった（図 9）。すすめたい具体的な

理由としては「特に摂食嚥下はリスク管理が必要

な分野であるのに、十分な評価がなされずに実施

されている施設が多いと思われるため。」「嚥下の

評価などしてもらえると普段の食事の形態や介助

方法が決めやすくなり安心して行えるため。」「摂

食嚥下についての悩みが減りました」「とても安心、

安全に食事に関われるようになったので」「患者さ

んのために必要だから」「摂食嚥下障害のある患者

が多いので、1 人 1 人に合った方法をアドバイス

してもらえるので言語聴覚士の方がいるとありが

たいと思ったので。」「どの施設においても評価は

必要であると思う」「ただムセる、ムセないだけで

はないきちんとした観察、嚥下評価をしていただ

けるので。」等があった。すすめられないという回

答の具体的な理由については「常勤でないと定期

的に評価ができない」があった。言語聴覚士の派

遣についての意見、感想等の自由記載欄には「食

事の時間にみてもらいたい患者さんが多いので、

1 回の時間を少なくして回数を増やすなども良い

方法かと思う。」「ST は当病棟（重心）には必要不

可欠な存在です。今後とも、ご協力いただけます

とありがたいです。」「重心の患者さんはほとんど

の方が摂食嚥下に問題をもっているため、言語聴

覚士の方に相談ができるととても安心できる。月

1 回より頻度を増やしてもらいたい。」等の意見が

あった。 

 

4 考察 

言語聴覚士を配置してない医療機関において養

成校の教員（言語聴覚士）が活動する意義と課題

をアンケートの結果も踏まえ、1、地域・施設・

患者、2、養成校・学生、3、言語聴覚士（教員）

それぞれの視点と相互の関係性から考察する。今

後の展開のためにも、実際に出向しての個人的な

主観も交えて紹介する。 

 

1．地域・施設・患者 

言語聴覚士の需要はありながらも配置していない

施設は地域に多く存在する。2016年 11月から 2017

年 3 月にかけての国立病院言語聴覚士会の調査[4]

では、国立病院機構等における言語聴覚士の配置

状況は 159 施設中 122 施設（77％）にとどまって

おり、残りの 37 施設（23％）は未配置であった。

言語聴覚士を配置する施設は増加傾向にあるもの

の、現在も言語聴覚士が配置されていない施設が

少なくない傾向がわかる。このような現状におい

て、養成校教員が地域の施設に出向する意義につ

いて考察する。 
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（1）摂食嚥下障害、言語聴覚障害に関する啓発 

今回のアンケート調査では、常勤の言語聴覚士

が配置されている病院での勤務経験のある職員は

42.9％、ない職員は 64.3％であり、半数以上が言語

聴覚士との協働経験のない職員であった。出向が

始まった当初は、病院職員とのやりとりの中で「ST

（言語聴覚士）さんって、こういうことも対応し

てもらえるんですね」「こういうことって ST さん

に相談してもいい事なのかわからないんですが…」

というような声も聞かれた。言語聴覚士とはどう

いう専門性をもった職種なのか、同じ医療職の中

でも認知度か低かったためと思われる。その場で

すぐに解決できない問題もあったが、個人情報保

護、守秘義務厳守の上、養成校の他の教員や外部

講師に相談するなど、知的資源を有効活用し、現

場に摂食嚥下障害、言語聴覚障害などの障害に関

する知識・技術を伝達し、言語聴覚士という職業

についての啓発に繋がった。アンケート結果にお

いても、知識、技術の増加が良かった点として多

く挙がっており、現場で実際の患者を通しての関

わりから、病院職員に対して専門的な知識・技術

の伝達ができたと考える。 

 

 

（2）摂食嚥下機能の評価、訓練におけるリスク、

不安感の軽減 

言語聴覚士を配置していない施設では、摂食嚥

下機能に心配のある対象者に対して、看護師等の

他職種が対応する必要があるが、知識や経験の不

足から不安をもちながらの対応となることも少な

くない。本研究のアンケート調査においては、言

語聴覚士の派遣によって不安が軽減した、知識・

技術が増えたとした回答が多数あり、この点にお

いて一定の評価を得たと解釈している。深田ら[5]

による先行研究では訪問看護における摂食・嚥下

障害看護を推進する要因のひとつとして言語聴覚

士・理学療法士と連携できるという点が挙がって

おり、摂食嚥下機能の支援に言語聴覚士の関わり

が有効であると言える。 

 

（3）言語聴覚士の雇用促進 

今回実施したアンケートでは、非常勤も含め言

語聴覚士の必要性を感じるとの回答が、必要ない

との回答と比較し有意に多かった（p<0.01）。現在、

派遣先病院では来年度より常勤言語聴覚士を採用

するための募集が始まっている。言語聴覚士がど

のような職業で、採用することによって病院にど

のようなメリットがあるのかが具体的に分からな

い状態では、現場レベルで言語聴覚士の必要性を

認識していても、事務、経営レベルにおいて、新規

に常勤言語聴覚士を採用するという動きにはつな

がりにくいように思われる。今回のケースように、

他施設においても、試行的に養成校からの言語聴

覚士の派遣を経て、1 日にどの程度の件数を実施

できるか、設備・備品はどの程度必要か、一緒に仕

事をした職員からの意見なども参考にすることで、

より具体的に、前向きに、言語聴覚士採用に向け

た検討が可能となるのではと考えられる。 

 

（4）地域全体をカバーする摂食嚥下フォロー体制

の構築 

地域・施設・患者

養成校・学⽣
⾔語聴覚⼠

（教員）
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⾔語聴覚⼠が配置されていない医療機関へ養成校教員（⾔語聴覚⼠）を派遣する取り組み 
  

医療機関の他にも、入所、通所、訪問系の看護・

介護サービスを提供している施設を加えると、言

語聴覚士未配置の施設は多い。言語聴覚士未配置

の施設では、摂食嚥下機能、言語聴覚機能の詳細

な評価や対応が必要な場合は他施設への紹介が必

要となるが、入院、入所中の対象者にとっては、移

動や付き添いにかかる負担が大きくなる。対象者

が移動せず言語聴覚士の介入ができる手段として、

在宅の対象者の場合は、訪問リハビリテーション

が利用できるが、入院、入所中の対象者に他施設

所属の言語聴覚士が訪問することは医療・介護保

険制度の面や、言語聴覚士が所属する施設、対象

者の入所している施設の運営等の面から容易では

ない。この点で、養成校の教員として働く言語聴

覚士は医療保険、介護保険の制度によらない勤務

をしており、業務内容もある程度各教員の裁量が

許されているため、比較的自由に様々な施設に介

入が可能である。 

また、対象者に対して直接教員が介入しない場

合にも、養成校は様々な地域の医療機関との連携

があり、県の言語聴覚士会との連携も合わせて、

養成校を核にして既存の資源を活用し、言語聴覚

士の地域カバー率を向上できる可能性がある。 

 

2．養成校・学生 

（1）卒業後の雇用を広げる 

前述したとおり、派遣先病院では常勤言語聴覚

士の募集を開始した。このように、これまで言語

聴覚士が配置されていなかった病院で常勤の言語

聴覚士が採用されるということは雇用を創出した

ことになる。養成校としては、卒業生や在学生の

就職先として選択肢を増やすことにもなる。 

 

（2） 実習施設の増加 

雇用の促進に加えて、実習の受け入れ施設拡充

にもつながると考えている。これまで実際に派遣

先病院に学生が同行したことはなかったが、派遣

先病院では学生の受け入れについても協力的であ

った。常勤の言語聴覚士は配置されていないため、

国家試験受験資格を得るための臨床実習施設とし

て学生を受け入れることはできないが、その他の

福祉実習や病院見学、ボランティアなど、学生が

経験を積む場の選択肢を増やすことができたと考

える。今後、常勤の言語聴覚士が採用されれば、将

来的には臨床実習の受け入れも可能となり、養成

校としても派遣効果は大きいと言える。 

 

（3）言語聴覚士の職業啓発と長期的な学生募集へ

の効果 

言語聴覚士が国家資格となり 20 年以上が経過

したが、依然、医師や看護師、理学療法士、作業療

法等と比べると、言語聴覚士の一般的な認知度は

高いとは言い難い。小薗[9]は言語聴覚士教育の課

題の一つに「社会への的確な情報提供」を挙げ、

「社会的理解を浸透させることが、言語聴覚士の

活動の場を広げることになり、その職業を目指す

人が増え、養成のための大学の必要性も高まる」

としている。今後、言語聴覚士になることを希望

する多くの学生を集め、質の高い言語聴覚士を養

成していくためにも、広く一般的に言語聴覚士と

いう職業について啓発していくことが必要になる。

まずは身近な医療現場において言語聴覚士の専門

性を発揮し、医療チームに貢献することでチーム

内での言語聴覚士の存在価値を高めることが第一

歩ではないかと考える。現場で活躍する言語聴覚

士の増加、求人数の増加、言語聴覚療法を受ける

ことができる対象者の増加により、一般の認知度

向上にも寄与できると考える。 

 

（4）一人職場で働く言語聴覚士（卒業生）の支援 

今後の事業展開として、特に新卒で一人職場で

働くことになった卒業生の支援としての養成校教

員の派遣も需要があるのではないかと考えている。

松浦ら[14]は介護老人保健施設（言語聴覚士の採用

が初めてであり、言語聴覚士と一緒に働いた経験

のあるスタッフもいない）に新卒で入職した言語
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聴覚士の事例を紹介している。一人職場の新人言

語聴覚士が老人保健施設で直面した問題として、

1．業務スタイル（対象者、場所、業務範囲など） 

2．認知症の方に対する評価やアプローチ 

3．他スタッフの理解、連携 

4．家族・地域の人々への働きかけ 

5．ST としてのアイデンティティの揺らぎ 

があげられている。対応として、職場から新人教

育の一環として卒業校へ週 1 回ほど研修に行く機

会が与えられ、卒業校の指導者と共に、老人保健

施設の言語聴覚士として周囲との関りや言語聴覚

士の業務、アイデンティティを確立していく過程

が紹介されている。老人保健施設に限らず、新卒

で一人職場に就職した卒業生には、軌道に乗るま

で併走する指導者として、養成校教員の関わりが

有効であると考えられる。現在も、卒業生を対象

に講義形式、実技研修形式の卒後研修会を学科で

実施している。その延長として、実際に教員が卒

業生の職場へ赴き、相談を受けたり、一緒に評価、

訓練を実施する等、より手厚い支援も今後の課題

としていきたい。 

 

3．言語聴覚士（教員） 

筆者は言語聴覚士免許取得後、8 年間の臨床経

験を経て、言語聴覚士養成校での勤務を開始した。

入職当初は「ことばの相談室」も開設されていな

かったため、養成校教員として常勤で勤務しなが

ら、臨床経験を重ねるチャンスはなかった。入職 2

年目より、現在の派遣先病院での研修、講師派遣

が認められ今に至る。病院への出向で得たものと

課題について以下に挙げる。 

 

（1）学生への還元 

言語聴覚士の養成教育の中で、現場を知ることは

とても重要な事であり、養成課程で 12 週の臨床実

習が必修とされている。校内での講義や演習の際

にも学生に現場を身近に感じてもらうために、個

人情報の保護と守秘義務厳守の上、現場でのエピ

ソードなどを話すようにしている。現場での患者

との関りや、他職種との連携について話をするこ

とで、教科書では学ぶことのできない学びが提供

できるのではと考えている。 

 

（2）臨床家としての研鑽 

医療は日進月歩で進歩している。最新の情報を

収集しながら、実際に臨床現場での実践を通して

臨床家として研鑽を積むことが可能であると考え

られる。筆者のように臨床経験 10 年未満で教員と

なり、完全に現場を離れる場合、実践を通しての

研鑽、臨床家としての成長のチャンスが失われる

ことになる。教員としてキャリアを重ね、知識や

情報を得ることは可能であるが、現場での実践を

伴わないため、学生への教育がリアリティを伴い

にくく、書籍などから得た知識・情報を学生に伝

達するのみの教育となっていく危険性もある。教

員の臨床家としての研鑽や、教育の質の向上のた

めにも臨床現場での実践の機会は必要である。日

常の講義、学生指導等の教員としての業務の他に、

個々の教員の希望も踏まえた上で、業務時間内で

の研修日、研究日の設定が必要ではないかと考え

ている。今回の活動については、派遣当初、有給休

暇を利用した研修ということで出向したが、年間

の有給休暇の日数には限りがあり、派遣先のニー

ズに応えられるだけの日数を確保することが難し

い。出向により養成校、学生への還元も十分にあ

るため、研修日、研究日は業務の一環として勤務

時間内に含めることが望ましいと考えている。 

 

（3） 研究フィールドの確保 

本校は 4 年制の言語聴覚士養成校であり卒業時

には高度専門士の称号が付与される。高度専門士

は 4 年制大学を卒業した者と同等とみなされ、大

学院への入学も可能である。医療系の大学やその

付属医療機関では“臨床、教育、研究”の 3 つの
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聴覚士の事例を紹介している。一人職場の新人言

語聴覚士が老人保健施設で直面した問題として、

1．業務スタイル（対象者、場所、業務範囲など） 

2．認知症の方に対する評価やアプローチ 

3．他スタッフの理解、連携 

4．家族・地域の人々への働きかけ 

5．ST としてのアイデンティティの揺らぎ 

があげられている。対応として、職場から新人教

育の一環として卒業校へ週 1 回ほど研修に行く機

会が与えられ、卒業校の指導者と共に、老人保健

施設の言語聴覚士として周囲との関りや言語聴覚

士の業務、アイデンティティを確立していく過程

が紹介されている。老人保健施設に限らず、新卒

で一人職場に就職した卒業生には、軌道に乗るま

で併走する指導者として、養成校教員の関わりが

有効であると考えられる。現在も、卒業生を対象

に講義形式、実技研修形式の卒後研修会を学科で

実施している。その延長として、実際に教員が卒

業生の職場へ赴き、相談を受けたり、一緒に評価、

訓練を実施する等、より手厚い支援も今後の課題

としていきたい。 

 

3．言語聴覚士（教員） 

筆者は言語聴覚士免許取得後、8 年間の臨床経

験を経て、言語聴覚士養成校での勤務を開始した。

入職当初は「ことばの相談室」も開設されていな

かったため、養成校教員として常勤で勤務しなが

ら、臨床経験を重ねるチャンスはなかった。入職 2

年目より、現在の派遣先病院での研修、講師派遣

が認められ今に至る。病院への出向で得たものと

課題について以下に挙げる。 

 

（1）学生への還元 

言語聴覚士の養成教育の中で、現場を知ることは

とても重要な事であり、養成課程で 12 週の臨床実

習が必修とされている。校内での講義や演習の際

にも学生に現場を身近に感じてもらうために、個

人情報の保護と守秘義務厳守の上、現場でのエピ

ソードなどを話すようにしている。現場での患者

との関りや、他職種との連携について話をするこ

とで、教科書では学ぶことのできない学びが提供

できるのではと考えている。 

 

（2）臨床家としての研鑽 

医療は日進月歩で進歩している。最新の情報を

収集しながら、実際に臨床現場での実践を通して

臨床家として研鑽を積むことが可能であると考え

られる。筆者のように臨床経験 10 年未満で教員と

なり、完全に現場を離れる場合、実践を通しての

研鑽、臨床家としての成長のチャンスが失われる

ことになる。教員としてキャリアを重ね、知識や

情報を得ることは可能であるが、現場での実践を

伴わないため、学生への教育がリアリティを伴い

にくく、書籍などから得た知識・情報を学生に伝

達するのみの教育となっていく危険性もある。教

員の臨床家としての研鑽や、教育の質の向上のた

めにも臨床現場での実践の機会は必要である。日

常の講義、学生指導等の教員としての業務の他に、

個々の教員の希望も踏まえた上で、業務時間内で

の研修日、研究日の設定が必要ではないかと考え

ている。今回の活動については、派遣当初、有給休

暇を利用した研修ということで出向したが、年間

の有給休暇の日数には限りがあり、派遣先のニー

ズに応えられるだけの日数を確保することが難し

い。出向により養成校、学生への還元も十分にあ

るため、研修日、研究日は業務の一環として勤務

時間内に含めることが望ましいと考えている。 

 

（3） 研究フィールドの確保 

本校は 4 年制の言語聴覚士養成校であり卒業時

には高度専門士の称号が付与される。高度専門士

は 4 年制大学を卒業した者と同等とみなされ、大

学院への入学も可能である。医療系の大学やその

付属医療機関では“臨床、教育、研究”の 3 つの

⾔語聴覚⼠が配置されていない医療機関へ養成校教員（⾔語聴覚⼠）を派遣する取り組み 
  

機能を有しており、本校でも、高度専門士を育成

する機関としてこれに準じた機能を有する必要が

あると考えられる。現在、言語聴覚士養成のため

の“教育”が実施されており、「ことばの相談室」

や講師派遣での“臨床”についても少しずつでは

あるが機能し始めている。臨床の場が与えられる

ことで、“研究”のフィールドも広がり、研究機関

としての機能も果たしていくことが可能となる。

このように、講師派遣活動は研究フィールドを確

保するためにも重要であると実感している。 

 

4．今後の可能性、課題 

今回のアンケートでは、言語聴覚士が勤務して

いない他の医療機関や施設に、現在実施している

ような言語聴覚士の派遣をすすめたいと思うかと

いう質問に対し「すすめたい」が「すすめられな

い」と比べ有意に多かった（p<0.01）。すすめられ

ないとした回答についても、理由が「常勤でない

と定期的に評価ができない」とのことであったの

で、常勤の言語聴覚士が必要であると肯定的にと

らえることもできる。今回の派遣先病院では養成

校からの言語聴覚士派遣を経て、常勤言語聴覚士

の募集を開始している。社会的ニーズに応えるた

めにも、今後はより多くの施設に常勤言語聴覚士

が配置されることが望ましいが、そのきっかけと

して養成校からの言語聴覚士派遣を積極的に実施

し、言語聴覚士の啓蒙・啓発活動を重ねていくこ

とが必要であると考える。今後、近隣地域や施設

に向けて、積極的に広報を行っていきたい。活動

の経過には学生の参加も促すことで、教育的効果

も期待できる。また、今回実施したアンケートに

おいて言語聴覚士の派遣について改善の必要な点

として、派遣頻度・曜日が不定期である事、頻度増

加の希望、派遣 1 回あたりの時間と時間帯につい

ての調整、対象者 1 人当たりの対応時間の増加な

どがあった。具体的な改善策として、曜日を固定

しての定期的な出向、昼食時とその前後の時間帯

をメインに介入し、頻度を増やすこと等が挙げら

れる。ただし、養成校での教員としての業務を圧

迫しないよう調整は必要であり、施設への移動時

間や養成校のマンパワー等も勘案すると、派遣可

能なエリアや施設数もある程度限定される。今後、

件数を重ねながら継続した検討が必要である。 

 

5 おわりに 
約 4 年間にわたって出向した病院での活動の報

告と、活動効果の検証、今後の可能性や課題につ

いて考察した。今後も派遣活動を継続し、言語聴

覚士という職業の啓発、地域貢献等に取り組んで

いきたい。 

今回、調査に協力してくださった皆様、派遣先

病院の皆様に、心から感謝申し上げます。 
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